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表紙

「会社の体制及び方針」、「連結注記表」及び「個別注記表」につ

きましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネ

ット上の当社ウェブサイトに掲載することにより、株主の皆さまに

提供しております。

（アドレスhttps://www.techfirm-hd.com/）

法令及び定款に基づくインターネット開示事項

会社の体制及び方針

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

第31期（2021年７月１日から2022年６月30日まで）

テックファームホールディングス株式会社



2022/08/31 13:53:59 / 22864702_テックファームホールディングス株式会社_招集通知：Web開示

会社の体制及び方針

会社の体制及び方針
(A) 業務の適正を確保するための体制

　2016年９月21日開催の第25回定時株主総会決議に基づき、監査役会設置

会社から監査等委員会設置会社に移行したことに伴い、監査等委員会の監

査が実効的に行われていることを確保するための体制及び取締役の職務の

執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社

の業務の適正を確保するための体制として、2016年９月21日開催の取締役

会において決議いたしました。決議及び運用状況の概要は以下のとおりで

あります。

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 取締役は、法令又は定款違反の事実、及びそのおそれがある事実を発見

した場合には、速やかに監査等委員へ報告するとともに、取締役会にお

いて報告する。

② 内部通報制度を整備し、法令違反等の事前防止及び早期発見に努める。

③ 内部監査室が内部監査を実施し、取締役の法令又は定款違反、その他の

不適切な行為を発見した場合には、直ちに取締役会に報告する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 文書（関連資料及び電子媒体に記録されたものを含む。）やその他の情

報管理に関する社内規程を整備し、これを遵守する。

② 文書の保存期間については、法令に定められているもののほか、社内規

程に従い、業務上必要な期間保存する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 各種業務執行に関する社内規程を整備し、これを遵守することにより、

事業リスクの把握と低減に努める。

② 情報セキュリティにおけるリスクについては、「情報セキュリティ基本

方針」及び「個人情報保護方針」並びにそれらに基づいて策定された関

連諸規程に従い、適切に管理する。

③ 内部監査室が内部監査を実施し、法令又は定款違反、その他の事由に基

づく損失の危険がある行為を発見した場合には、直ちに取締役会に報告

する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 組織の構成と各組織の業務分掌と責任・権限を明確にする組織規程、業

務分掌規程、及び職務権限規程を整備する。

② 取締役会を毎月１回開催し、法令や善良なる管理者の注意義務等に基づ

き重要事項の決定を行うとともに、定期的に職務の執行状況等について

報告する。また、必要に応じて臨時取締役会を開催する。

③ 取締役は、社内の重要会議等に出席し、各部署の状況を的確に把握する

とともに、取締役会における判断材料の収集に努める。
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④ 取締役会の意思決定機能と監督機能の強化及び業務執行の効率化を図る

ため執行役員制度を採用する。

(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① グループ倫理憲章及び就業規則において、法令や社内規程の遵守につい

て定め、その必要性及び重要性を周知する。

② 内部通報制度を整備し、法令違反等の事前防止及び早期発見に努める。

③ 内部監査室が内部監査を実施し、使用人の法令又は定款違反、その他の

不適切な行為を発見した場合には、直ちに取締役会に報告する。

(6) 当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

① 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当該株式会社への報告に関

する体制

グループ管理規程を整備し、子会社の自主性を尊重しつつ、当社におけ

る承認事項及び当社に対する報告事項等を明確にし、その執行状況をモ

ニタリングする。

② 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

a グループ管理規程に基づき、子会社において法令又は定款違反、その

他の事由に基づく損失の危険がある行為が発見された場合には、発見

された危険の内容とそれがもたらす損失の程度等について、直ちに取

締役会に報告する。

b 内部監査室が子会社に対する内部監査を実施し、法令又は定款違反、

その他の事由に基づく損失の危険がある行為が発見された場合には、

発見された危険の内容とそれがもたらす損失の程度等について、直ち

に取締役会に報告する。

③ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため

の体制

子会社の機関設計及び業務執行体制につき、子会社の事業、規模、当社

グループ内における位置付け等を勘案の上、定期的に見直し、効率的に

その業務が執行される体制が構築されるよう監督するとともに、子会社

における意思決定について、子会社における業務執行者の権限と責任を

明らかにさせ、組織的かつ効率的な業務執行が行われるよう、必要に応

じて指導を行う。

④ 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制

a 子会社に対し、その役職員へのグループ倫理憲章の周知徹底を要請

し、当社グループ全体としての統制環境の醸成に努める。

b 内部監査室が子会社に対する内部監査を実施し、取締役等及び使用人

の法令又は定款違反、その他の不適切な行為を発見した場合には、直

ちに取締役会に報告する。
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(7) 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、必

要な員数及び求められる資質について、監査等委員と協議の上、適切に

対応する。

(8) 前項の取締役及び使用人の当社の他の取締役からの独立性に関する事項

① 補助使用人が監査業務を補助するに当たって監査等委員から命令を受け

た事項については、監査等委員以外からの指揮命令は受けない。

② 補助使用人の任命・異動、人事評価及び懲戒等については、監査等委員

の意見を尊重する。

(9) 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に対する指示の実効性

の確保に関する事項

取締役及び使用人は、補助使用人の業務が円滑に行われるよう、監査環

境の整備に協力する。

(10) 当社の取締役及び使用人が当社の監査等委員会に報告をするための体制

取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、法令及び

規程に定められた事項のほか、監査等委員会から報告を求められた事

項について速やかに監査等委員会に報告する。報告の方法（報告者、

報告受領者、報告時期等）については、取締役と監査等委員会との協

議により決定する方法によるものとする。

(11) 子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者

が当社の監査等委員会に報告をするための体制

① 子会社の取締役等及び使用人は、法令及び規程に定められた事項のほ

か、子会社の監査役から報告を求められた事項について速やかに子会

社の監査役に報告するとともに、当社の子会社管理担当部署に報告す

る。

② 子会社の取締役、監査役及び使用人から報告を受けた事項について、

当社の子会社管理担当部署が当社の監査等委員会に報告するべき事項

及びその方法は、取締役と監査等委員会との協議により決定する。

③ 内部通報制度の適用対象に子会社を含め、子会社における法令、定

款、又は社内規程に違反する重大な事実、その他コンプライアンス上

の重大な問題にかかる通報について、監査等委員会への適切な報告体

制を確保する。

(12) 報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな

いことを確保するための体制

① 当社は、監査等委員会に報告をした者について、当該報告を行ったこ

とを理由として不利な取扱いを行わない。

② 監査等委員会は、報告をした使用人の異動、人事評価及び懲戒等に関

して、取締役にその理由の開示を求めることができる。
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(13) 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その

他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払又は

支出した費用等の償還、負担した債務の弁済を請求したときは、その

費用等が取締役（監査等委員）の職務の執行について生じたものでな

いことを証明できる場合を除き、これに応じる。

(14) その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するた

めの体制

① 監査等委員は、取締役会のほか、経営会議等の重要な会議に出席する

ことができる。

② 監査等委員は、必要に応じて会計をはじめとした各種業務資料や情報

システム、内部監査資料等を閲覧することができる。

③ 監査等委員が、内部監査室や会計監査人と緊密な連携を保ち、積極的

に情報の交換を行うための場を設ける。

(15) 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

① 当社は金融商品取引法の定めに従い、業務プロセス及びそこに内在す

るリスクと統制の分析を実施し、健全な内部統制環境の構築と、全社

レベル及び業務レベルにおける統制活動及び評価体制の有効性維持に

努め、財務報告の信頼性と適正性を確保する。

② 内部監査室が内部監査を実施し、財務報告の信頼性と適正性を損なう

危険がある行為を発見した場合には直ちに取締役会に報告する。

(16) 反社会的勢力排除に向けた基本方針及び体制

① 当社は反社会的勢力排除に向けたガイドラインを策定し、取締役及び

全従業員に周知し、これを遵守させる。

② 顧問弁護士等の専門機関との緊密な連携関係を構築し、有事において

組織的に対応できる体制を整備する。

(B) 業務の適正を確保するための体制の運用の状況

　当社グループは、上記業務の適正を確保するための体制の適切な運用

に努めるとともに、内部監査室が業務監査や内部統制の評価を通じて、

内部統制システムの有効性を継続的にモニタリングしております。ま

た、その結果を取締役会に報告することにより、適切な内部統制システ

ムの構築と運用に努めております。

　主な運用状況については以下のとおりです。

コンプライアンス

　コンプライアンス意識の向上と不正行為等の防止を図るため、取締役

及び全従業員に定期的な研修の実施による周知徹底や内部通報制度によ

る通報・相談窓口の体制強化に努めております。
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リスク管理

　当社グループでは、各業務所管部署からの情報収集を実施し、経営会

議等を通じて適切な施策を講じる体制を構築しております。

財務報告に係る内部統制

　計画に基づき、内部統制評価を実施し、財務報告の信頼性の確保に努

めております。

反社会的勢力排除

　取引先との各種契約書類内に反社会的勢力排除に関する記載を盛り込

み、反社会的勢力排除に向けた対策を徹底しております。
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連　結　注　記　表

１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

連結子会社の数 ７社

主要な連結子会社の名称 テックファーム株式会社

Prism Solutions Inc.

Techfirm USA Inc.

株式会社We Agri

（連結の範囲の変更）

株式会社We Agriの子会社UMAIMON JAPAN PTE. LTD.については、当連結会計年度にお

いて新たに取得したため、連結の範囲に含めております。

② 非連結子会社の状況

該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない関連会社（株式会社ギャラクシーズ）は、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計

算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、株式会社We Agriの子会社３社の決算日は３月31日であります。

連結計算書類作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、

４月１日から連結決算日６月30日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。

その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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市場価格のない株式等以外のもの 時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

投資事業有限責任組合及び

これに類する組合への出資

（金融商品取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるもの）

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な 近の

決算書を基礎にし、持分相当額を純額で取り込む方法によっ

ております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. その他有価証券

ロ. 棚卸資産

仕掛品 個別法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

原材料及び貯蔵品 個別法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産 定率法

（リース資産を除く） ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構

築物については、定額法を採用しております。また、事業用

定期借地権契約による借地上の建物及び構築物については、

耐用年数を定期借地権の残存期間、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ２～18年

機械装置及び運搬具 ２～６年

工具、器具及び備品 ２～10年

ロ. 無形固定資産 定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（２～５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

ハ. リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。

③ 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

社債の償還までの期間にわたり均等償却しております。
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④ 重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

ロ. 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に対応する見積

額を計上しております。

ハ. 製品保証引当金

プログラムの無償補修費用の支出に備えるため、売上高に対する過去の実績率を基準

とした見積額又は個別のプロジェクトの追加原価の発生可能性を勘案して計算した見積

額を計上しております。

ニ. 受注損失引当金

受注制作ソフトウエア開発に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末におけ

る受注制作ソフトウエア開発のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的

に見積ることができる契約について損失見込額を計上しております。

⑤ 収益及び費用の計上基準

当社グループにおいては、主な収益をICTソリューション事業及び農水産物輸出ソリュ

ーション事業から生じる収益と認識しております。

ICTソリューション事業については、履行義務は契約上合意した顧客仕様のソフトウエ

ア開発及び保守運用サービスを納品、提供することであります。これらのサービスは、開

発や保守運用サービスの進捗に伴って顧客に成果が移転し、一定の期間にわたり履行義務

を充足することから、その進捗度に応じて収益を認識しており、履行義務の結果を合理的

に測定できる場合は、履行義務の充足に係る進捗度に応じて収益を認識しております。た

だし履行義務の結果を合理的に測定できない場合は、累積発生原価の範囲でのみ収益を認

識し、ごく短期的な契約の場合には、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識してお

ります。なお、ICTソリューション事業における通常の支払期日は、概ね検収完了月もし

くは役務提供月の翌月末支払いであり、重要な金融要素は含まれておりません。

農水産物輸出ソリューション事業については、履行義務は他社から農水産物を仕入れて

顧客に提供することであります。これらのサービスはその多くが顧客との契約に定める財

又はサービスが引き渡される一時点で履行義務が充足されると判断し、当該財又はサービ

スを引き渡した時点で収益を認識しております。なお、農水産物輸出ソリューション事業

における通常の支払期日は、サービス提供月の翌月末支払いであり、重要な金融要素は含

まれておりません。

また、顧客との約束が財又はサービスを他の当事者によって提供されるように手配する

履行義務である場合には、代理人として純額で収益を認識しており、複数の財又はサービ

スを提供する取引に係る収益については、契約に含まれる履行義務を識別し、対価の額を

配分する必要がある場合には、取引価格を独立販売価格の比率に基づいて取引価格を配分

しております。
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⑥ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

⑦ のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果が発現すると見積られる期間で均等償却しておりま

す。

２. 会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益

を認識することといたしました。これにより、顧客との約束が財又はサービスを他の当事者

によって提供されるように手配する履行義務である場合には、代理人として純額で収益を認

識しております。また、従来、請負契約による受注制作のソフトウエア開発に関する収益認

識は、進捗部分に成果の確実性が認められる契約については進行基準を、その他の契約につ

いては完成基準を適用しておりましたが、ごく短期な契約を除き、履行義務を充足するにつ

れて、一定の期間にわたり収益認識を行っております。履行義務の充足に係る進捗度の見積

りの方法は、履行義務の結果を合理的に測定できる場合は、原価総額の見積額に対する累積

実績発生原価の割合（インプット法）で算出しております。履行義務の結果を合理的に測定

できない場合は、累積実際発生原価の範囲でのみ収益認識を行い、ごく短期な契約について

は完全に履行義務を充足した時点で収益認識を行っております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場

合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新た

な会計方針を適用しております。

また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手

形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示し

ております。

この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結損益計算

書は、売上高及び売上原価が373,559千円減少しておりますが、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益に与える影響はありません。

当連結会計年度の連結株主資本等変動計算書の利益剰余金の期首残高に与える影響はあり

ません。
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（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及

び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定

める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することといたしました。これによる、当連結会計年度に係る連結計算書類に与える

影響はありません。

また、連結注記表「８．金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分

ごとの内訳等に関する事項等の注記を行うことといたしました。

３. 会計上の見積りに関する注記

(1) 受注損失引当金及び製品保証引当金

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

受注損失引当金　183,400 千円

製品保証引当金　 44,400 千円

② 連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

受注制作のソフトウエア開発のうち、受注契約においては、開発対象が無形の資産であ

ること、また技術革新により開発内容が多様化、高度化していることから、当初予定して

いなかった仕様変更や追加作業が発生する可能性があります。

当該受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において損失が見込ま

れ、かつその金額を合理的に見積ることが可能なものについては、翌連結会計年度以降に

発生が見込まれる損失額を受注損失引当金として計上しております。なお、当連結会計年

度の受注損失引当金はすべて子会社であるテックファーム株式会社で計上されており、特

定の個別のプロジェクトにおいて発生しております。

金額の見積りにおける主要な仮定は、これまでの開発遅延の原因及びその対応方法、納

期遅延にかかる顧客との交渉の状況を考慮し、それぞれの発生可能性や複雑性等を加味し

た残工数、原価が必要になるというものです。主要な仮定については、見積りの不確実性

が高く、発生が見込まれる損失額又は見積額が想定以上に膨らんだ場合、翌連結会計年度

以降の連結計算書類に影響を与える場合があります。

また、プログラムの無償補修費用の支出が発生する場合があり、このような売上計上後

の追加原価の発生に備えるため、売上高に対する過去の実績率を基準とした見積額、及び

個別のプロジェクトの追加原価の発生可能性を勘案して計算した見積額を製品保証引当金

として計上しております。なお、当連結会計年度の製品保証引当金は全て子会社であるテ

ックファーム株式会社で計上されております。

金額の見積りにおける主要な仮定は、過去の売上に対して発生した無償補修費用の実績

率に応じた補修費用が当連結会計年度の売上高に対しても発生すること、及び個別のプロ

ジェクトで提供したプログラムにおいて発生した工数と同程度の追加工数が必要になると

いうものであります。主要な仮定については、見積りの不確実性が高く、発生が見込まれ

る損失額又は見積額が想定以上に膨らんだ場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類に影

響を与える場合があります。
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(2) 一定の期間にわたり収益認識を行う受注制作のソフトウエア開発

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

売上高　　　　　159,812 千円

② 連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

受注制作のソフトウエア開発に関する収益認識は、ごく短期的な契約を除き、履行義務

を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益認識を行っております。履行義務の充足に

係る進捗度の見積りの方法は、履行義務の結果を合理的に測定できる場合は、原価総額の

見積額に対する累積実績発生原価の割合（インプット法）で算出しております。原価総額

の見積額については、案件着手時に契約内容等に基づき算定しておりますが、作業開始後

も必要に応じて見直しを行い、変更が必要となった場合には、その影響額が信頼性をもっ

て見積ることが可能となった連結会計年度においてその変更を認識しております。また、

当該案件の開発を進める中で仕様変更や予期せぬ事象の発生により、原価総額の見積額に

変動が生じた場合、収益認識の基となる進捗度算定に影響が生じる可能性があり、その場

合、翌連結会計年度以降の連結計算書類に影響を与える場合があります。

(3) 繰延税金資産の回収可能性

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　114,758 千円

② 連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

繰延税金資産については、将来の利益計画に基づいた課税所得及びタックスプランニン

グにより、回収可能性があると判断した将来減算一時差異について繰延税金資産を計上し

ております。繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、その

見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度の連結計算書類にお

いて繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。

(4) 追加情報

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

当社グループでは、ICTソリューション事業において、売上高のうち一定の割合を占める

メディア・エンタメ事業に属する顧客に新型コロナウイルス感染症拡大の影響が継続してお

り、商談の長期化や開発スケジュールの変更等が発生しております。農水産物輸出ソリュー

ション事業においては、船便、航空貨物便の正常化で輸出は回復基調に転じ、シンガポール

への入国規制も緩和されておりますが、変異株の感染拡大は依然続いており現地営業活動は

停滞しております。今後も各事業に一定期間影響が続くものと仮定し、繰延税金資産の回収

可能性の判断や減損損失の判定等の会計上の見積りを行っております。新型コロナウイルス

感染症の影響は不確実性が高く、将来の事業数値等の見込数値に反映させることが難しい要

素もあり、翌連結会計年度の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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場所 用途 種類

株式会社We Agri（東京都中央区）

及びその子会社（シンガポール）
農水産物輸出ソリューション事業

工具、器具及び備品

ソフトウエア

４. 連結貸借対照表に関する注記

(1) 資産から直接控除した減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 198,658 千円

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(2) 顧客との契約から生じた債権及び契約資産

受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額

は、それぞれ次のとおりであります。

受取手形　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 － 千円

売掛金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　798,621

契約資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　295,128

(3) 契約負債

契約負債については、流動負債の「その他」に計上しております。契約負債の金額は、連

結注記表「９．収益認識に関する注記　(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益

の金額を理解するための情報　①　契約資産及び契約負債の残高等」に記載しております。

５. 連結損益計算書に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載して

おりません。顧客との契約から生じる収益の金額は、連結注記表「９．収益認識に関する注

記　(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。

(2) 減損損失

当連結会計年度において当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いた

しました。

当社グループは、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を基礎としたグルー

ピングをしております。

農水産物輸出ソリューション事業において、株式会社We Agri及びその子会社が保有する資

産につきまして、外部環境等の変化に伴い、当初想定していた収益の達成に遅れが生じてお

り、事業計画を見直した結果、計画値の達成には時間を要すると判断したことから、当該資

産の使用価値を零とし、帳簿価額の全額である1,197千円を減損損失として計上しておりま

す。その内訳は、工具、器具及び備品1,117千円及びソフトウエア79千円であります。
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株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普通株式 7,515,000株 －株 －株 7,515,000株

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普通株式 463,875株 －株 35,000株 428,875株

決　　議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2021年９月28日
定時株主総会 普通株式 35,255 ５ 2021年６月30日 2021年９月29日

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2022年９月28日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 35,430 ５ 2022年６月30日 2022年９月29日

区分
新株予約権
の 内 訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計

年度末残高

(千円)
当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

当社
第４回ストック・オプション

としての新株予約権
普通株式 10,000 － 10,000 － －

合計 － 10,000 － 10,000 － －

６. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

※　自己株式の株式数の減少は、取締役会決議に基づく譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処

分25,000株、ストック・オプションの行使による減少10,000株によるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

※　第４回ストック・オプションとしての新株予約権の当連結会計年度の減少は、新株予約権の行

使によるものであります。

７. リース取引に関する注記

(1) ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

有形固定資産

機械装置及び運搬具、工具、器具及び備品であります。
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１年以内 141,935 千円

１年超 373,134

合計 515,069

② リース資産の減価償却の方法

連結注記表「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 (4) 

会計方針に関する事項　② 重要な減価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであ

ります。

(2) オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち、解約不能なものに係る未経過リース料

８. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入金や社債発行）

を調達しております。また、短期的な運転資金を銀行からの借入金により調達しておりま

す。資金運用についてはリスクの低い金融商品に限定しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。投資有価証券は、主に投資事業有限責任組合出資金、当社グループと業務上の関係を

有する企業の株式等であり、主に市場価格の変動リスク及び発行体の信用リスクに晒され

ております。差入保証金は主に本社オフィスの差入保証金であり、取引先の信用リスクに

晒されております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１～３か月以内の支払期日です。ファイナン

ス・リース取引に係るリース債務、社債及び長期借入金は、主に設備投資に必要な資金の

調達を目的としたものであり、償還日は 長で決算日後４年であります。このうち一部に

ついては、金利の変動リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

(a) 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、販売管理規程に従い、営業債権について、得意先ごとに債権の発生

時期を整理して、売掛金年齢表を作成し、残高管理を行っております。滞留債権につい

て、営業担当者は、速やかに債権の明細、回収見込、その他の状況について、社長及び

関係者に報告し、適切な対応策を協議することにより、得意先の財務状況の悪化等によ

る回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

(b) 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

その他有価証券について、定期的に時価等を把握し管理しております。

(c) 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社グループでは、月次で資金繰計画を作成・更新することにより管理しておりま

す。
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種類
連結貸借対照表
計上額(千円)

時価(千円) 差額(千円)

① 投資有価証券　※２．３

その他有価証券 3,514 3,514 －

② 差入保証金 192,415 192,737 321

資産計 195,929 196,251 321

① リース債務　※４ 287 288 0

② 社債 500,000 503,926 3,926

③ 長期借入金　※５ 5,121 5,121 －

負債計 505,408 509,335 3,926

１年内
(千円)

１年超５年内
(千円)

５年超10年内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 1,981,852 － － －

受取手形、売掛金
及び契約資産 1,093,749 － － －

差入保証金 － 186,959 － －

合計 3,075,602 186,959 － －

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、市場価格のない株式等及び投資事業有限責任組合出資金は含まれておりません（※２及

び※３参照）。

※１. 「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「買掛金」、「未払金」及び「未

払法人税等」については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもの

であることから、記載を省略しております。

※２. 非上場株式（連結貸借対照表計上額30,600千円）については、市場価格のない株式等である

ため、「資産①　投資有価証券」には含まれておりません。

※３. 投資事業有限責任組合出資金（連結貸借対照表計上額46,949千円）については、「時価の算

定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2019年７月４日）第27項

に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

※４. リース債務（流動負債）、リース債務（固定負債）の合計額であります。

※５. １年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

（注１）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

※　差入保証金については、償還予定が確定しているもののみ記載しており、返還期日を明確に把
握できないもの（5,456千円）については、償還予定額に含めておりません。
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１年内
(千円)

１年超５年内
(千円)

５年超10年内
(千円)

10年超
(千円)

社債 － 500,000 － －

長期借入金 1,428 3,693 － －

リース債務 287 － － －

合計 1,715 503,693 － －

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 3,514 － － 3,514

資産計 3,514 － － 3,514

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 192,737 － 192,737

資産計 － 192,737 － 192,737

リース債務 － 288 － 288

社債 － 503,926 － 503,926

長期借入金 － 5,121 － 5,121

負債計 － 509,335 － 509,335

（注２）社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の償還予定額

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に

より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が も低いレベルに時

価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
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（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

差入保証金

主としてオフィスの賃借時に差し入れている保証金であり、時価については、将

来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標により割り引いて算定する方法

によっております。レベル２の時価に分類しております。

リース債務

リース債務については、元利金の合計額を同様のリース取引を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類して

おります。

社債

社債については、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・

フローを支払期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値

により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金については、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するこ

とから時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によってお

ります。固定金利によるものは、新規に同様の取引を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。レベル２の時価に分類しておりま

す。

－ 17 －



2022/08/31 13:53:59 / 22864702_テックファームホールディングス株式会社_招集通知：Web開示

連結注記表

（単位：千円）

報告セグメント

合計
ICTソリューション

農水産物輸出
ソリューション

一時点で移転される財又は
サービス

121,292 351,944 473,237

一定の期間にわたり移転さ
れる財又はサービス

5,045,822 － 5,045,822

顧客との契約から生じる収益 5,167,115 351,944 5,519,060

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 5,167,115 351,944 5,519,060

（単位：千円）

当連結会計年度期首 当連結会計年度末

顧客との契約から生じた債権 788,959 798,621

契約資産 317,653 295,128

契約負債 8,085 139,172

１株当たり純資産額 316円22銭

１株当たり当期純損失 23円86銭

９. 収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

連結注記表「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(4) 

会計方針に関する事項　⑤　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①　契約資産及び契約負債の残高等

契約資産は、主に未請求の受注制作のソフトウエア開発に係る対価に対する当社グルー

プに関するものであります。契約資産は対価に対する当社グループの権利が無条件になっ

た時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当該取引に関する対価は、主

に取引先の検収月の月末に請求し、翌月末に受領しております。

契約負債は、主に顧客から受け取った前受金に関するものです。契約負債は、収益の認

識に伴い、取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち当連結会計年度期首現在の契約負債残高に

含まれていた額は8,085千円であります。

②　残存履行義務に配分した取引価格

当社グループは、残存履行義務に配分した取引価格について、当初に予想される契約期

間が１年を超える重要な契約がないため、記載を省略しております。

10. １株当たり情報に関する注記
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市場価格のない株式等以外のもの 時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

投資事業有限責任組合及び

これに類する組合への出資

（金融商品取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な 近

の決算書を基礎にし、持分相当額を純額で取り込む方法に

よっております。

個　別　注　記　表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 関係会社株式 移動平均法による原価法

② その他有価証券

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

原材料及び貯蔵品 個別法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(3) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定率法

（リース資産を除く） ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び

構築物については、定額法を採用しております。また、事

業用定期借地権契約による借地上の建物については、耐用

年数を定期借地権の残存期間、残存価額を零とする定額法

を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ２～18年

工具、器具及び備品 ２～10年

② 無形固定資産 定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

④ 長期前払費用 均等償却

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同

一の基準を採用しております。
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(4) 繰延資産の処理方法

社債発行費 社債の償還までの期間にわたり均等償却しております。

(5) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に対応する見積額を計

上しております。

③ 事業損失引当金

関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該関係会社の財政状態等を勘案し、必要と

認められる額を計上しております。

(6) 収益及び費用の計上基準

当社の収益は、主に子会社からの経営指導料及び受取配当金となります。経営指導料にお

いては、子会社への契約内容に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、業務が実

施された時点で当社の履行義務が充足されることから、当該時点で収益及び費用を認識して

おります。受取配当金については、配当金の効力発生日をもって認識しております。

それらを除くサービスの収益については、その多くが顧客との契約に定める財又はサービ

スが引き渡される一時点で履行義務が充足されると判断し、当該財又はサービスを引き渡し

た時点で収益を認識しております。

２. 会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の

期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これによる、当

事業年度に係る計算書類に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融

商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定める経過的

な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用するこ

とといたしました。これによる、当事業年度に係る計算書類に与える影響はありません。
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有形固定資産の減価償却累計額 165,217 千円

短期金銭債権

長期金銭債権

短期金銭債務

260,701 千円

175,106

5,914

営業取引による取引高

営業取引以外の取引による取引高

797,196 千円

74,481

株式の種類
当事業年度

期首の株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
末の株式数

普通株式 463,875株 －株 35,000株 428,875株

３. 会計上の見積りに関する注記

繰延税金資産の回収可能性

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　 － 千円（繰延税金負債　　 5,200 千円）

② 計算書類利用者の理解に資するその他の情報

連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記」と同様のため記載を省略しておりま

す。

４. 貸借対照表に関する注記

(1) 資産から直接控除した減価償却累計額

(2) 関係会社に対する金銭債権債務の額

５. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

６. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

※　自己株式の株式数の減少は、取締役会決議に基づく譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処

分25,000株、ストック・オプションの行使による減少10,000株によるものであります。

７. リース取引に関する注記

(1) ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

有形固定資産

工具、器具及び備品であります。

② リース資産の減価償却の方法

個別注記表「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 (3) 固定資産の減価償却の

方法」に記載のとおりであります。
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１年以内 141,935 千円

１年超 373,134

合計 515,069

繰延税金資産

未払事業税 4,345 千円

賞与引当金 3,765

未払費用 575

会社分割による子会社株式 28,715

資産除去債務 6,071

貸倒引当金繰入額 106,635

事業損失引当金繰入額 4,856

株式報酬費用 1,059

税務上の繰越欠損金 273,631

投資有価証券評価損 2,357

関係会社株式評価損 252,215

その他 359

繰延税金資産小計 684,589

評価性引当額 △684,589

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △396

その他 △4,803

繰延税金負債合計 △5,200

繰延税金負債の純額 △5,200

(2) オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち、解約不能なものに係る未経過リース料

８. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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属性
会社等の
名称

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

議決権等の
所有(被所有)
の割合(%)

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
テック
ファーム㈱

東京都
新宿区

100,000 直接100.0
経営管理
役員の兼任

経営管理料
(注１)

544,800
営業

未収入金
149,820

賃借料等の
立替払

－ 立替金 30,207

子会社 ㈱We Agri
東京都
中央区

95,101
直接 40.8
間接   －

[47.9]
経営管理

資金の貸付
(注３)

46,187
長期

貸付金
175,106

利息の受取
(注３)

375 － －

１株当たり純資産額 304円98銭

１株当たり当期純利益 13円44銭

９. 関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）経営管理料は、経営指導料、業務委託料で構成されており、持株会社である当社の運

営費用相当額を連結子会社から応分に収受しております。

（注２）子会社への貸倒懸念債権に対し、252,454千円の貸倒引当金を計上しております。ま

た、当事業年度においては58,245千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

（注３）資金の貸付は、市場金利等を勘案して利率を決定しております。

（注４）議決権等の所有（被所有）割合の[ ]内は、緊密な者又は同意している者の所有割合

で外数であります。

10. 収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、個別注記表「１．重要な

会計方針に係る事項に関する注記　(6) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま

す。

11. １株当たり情報に関する注記
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